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令和６年版交通政策白書の構成

交通政策白書は、交通政策基本法第14条に基づき、毎年、国会に提出。以下の３部で構成。

第Ⅰ部 交通の動向

第Ⅱ部 令和５年度交通に関して講じた施策 ／ 第Ⅲ部 令和６年度交通に関して講じようとする施策

第１章 交通を取り巻く社会、経済の動向

第２章 輸送量とその背景及び交通事業等の動向

第３章 各交通モードの動向

第１章 誰もが、より快適で容易に移動できる、生活に必要不可欠な交通の維持・確保

第２章 我が国の経済成長を支える、高機能で生産性の高い交通ネットワーク・システムへの強化

第３章 災害や疫病、事故など異常時にこそ、安全・安心が徹底的に確保された、持続可能でグリーンな交通の実現

交通の各分野における利用状況や整備状況について、近年の動向を把握し、背景事情を分析

交通政策の基本的な枠組みである第２次交通政策基本計画（令和３年５月28日閣議決定）に基づいて、政府の取組の進捗状
況を確認
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令和６年版交通政策白書の概要

第Ⅰ部 交通の動向
○旅客輸送
<国内> コロナ禍によって大幅に減少した旅客輸送量は、各交通モードにおいて、

2021年度比で増加。特に航空の輸送量が大きく増加。
<国際> コロナ禍で落ち込んでいた航空旅客は2022年度は前年比で大きく増加す

るものの、減少した旅客輸送量は依然として低い水準。

<国内> 2022年度は航空貨物以外は2021年度比で減少。航空貨物は大きく
回復したものの、コロナ禍前と比較すると低い水準。

<国際> 国際航空貨物のみ2021年度比で減少。

○貨物輸送 

2022年度／2021年度
鉄道：+12％、乗合バス：+9％、
タクシー：+21％、航空：+82％、旅客船：＋29％

国内旅客輸送量の推移（2005年度を100とした場合の動き）
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国内貨物輸送量の推移（2005年度を100とした場合の動き）

2022年度／2021年度
トラック：▲2％、鉄道：▲2％、
内航海運：▲1％、航空：+17％

国際貨物輸送量の推移（2005年/年度を100とした場合の動き）
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資料：「空港管理状況調書」（年度ベース）、「港湾統計」（年ベース）から国土交通省総合政策局作成資料：「空港管理状況調査」から国土交通省総合政策局作成

我が国を発着する国際航空旅客輸送量の推移

2022年度／2021年度
航空：▲13％、
海運（コンテナ）：±0％

2022年度／2021年度
航空：+862％

資料：「鉄道輸送統計調査」、「自動車輸送統計調査」、「海事レポート」、「航空輸送統計調査」から国土交通省総合政策局作成 資料：「鉄道輸送統計調査」、「自動車輸送統計調査」、「内航船舶輸送統計調査」、「航空輸送統計調査」から国土交通省総合政策局作成

（人ベース）
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鉄道︓+12％、乗合バス︓+9％、
タクシー︓+21％、航空︓+82％、旅客船︓＋29％
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2022年度／2021年度
トラック︓▲2％、鉄道︓▲2％、
内航海運︓▲1％、航空︓+17％

国際貨物輸送量の推移（2005年/年度を100とした場合の動き）
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我が国を発着する国際航空旅客輸送量の推移
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2022年度／2021年度
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2022年度／2021年度
航空︓+862％
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【新幹線鉄道網の現状】

令和６年版交通政策白書の概要

新幹線ネットワークの延伸 -北陸新幹線（金沢・敦賀間）開業-

現状認識・課題等

○2024年３月16日、北陸
新幹線（金沢・敦賀間）
が開業

○北陸新幹線（金沢・敦賀
間）の開業により、北陸の
地域内外との交流が促進さ
れ、観光・ビジネスの両面で
広域的な経済活動が活性
化されることに期待

○新幹線ネットワークは、地域相互の交流
を促進し、我が国の産業の発展や観光
立国の促進、災害時における代替輸送
ルートの確保などの重要な役割があり、そ
れを最大限発揮していく必要

第Ⅱ部／Ⅲ部 第２章第１節 「人・モノの流動の拡大に必要な交通インフラ・サービスの拡充・強化」

【開業に伴う福井駅周辺整備の様子】

地域公共交通のリ・デザインの更なる推進
第Ⅱ部／Ⅲ部 第１章第１節 「地域が自らデザインする、持続可能で、多様かつ質の高いモビリティの実現」

現状認識・課題等

【共創の取組イメージ】

教育・スポーツ・文化
×交通

医療・介護・福祉
×交通

○地域公共交通は、人口減少等による需要減や人手不足等による供給減
により、地域の移動サービスは危機的な状況

○このような状況を解決するため
に、交通を地域のくらしと一体と
して捉え、分野に限らない地
域の多様な関係者が連携し
た取組（共創）を推進し、地
域交通のリ・デザインを推進す
ることが必要

対応の方向性・取組等

【出発式の様子】

○整備新幹線の着実な整備に取り組むと
ともに、リニア中央新幹線の整備に向け
た環境を整えるなど、地方自治体等の関
係者と連携・協力し、新幹線ネットワーク
の整備を推進

開業前(2012年)

ＪＲ西日本より提供

敦賀駅 福井駅

対応の方向性・取組等

○関係省庁との連携の下、地域交通の活性化と社会的課題解決を一体的
に推進するため、2023年９月、「地域の公共交通リ・デザイン実現会議」
を立ち上げ

※ 会議では、地域を４つの類型に分けて、それぞれの公共交通が置かれる現状や地域が抱える社会課題について
整理し、取組の方向性について議論を実施

○関係省庁が一体となって取組の具体的な方向性や指針を提示するなど、
会議での議論を踏まえ、地域交通のリ・デザインを推進

【各類型の取組の方向性】

●地域の自家用車・ドライバーを活用
 した新制度の活用

B：地方中心都市などA：交通空白地など D：地域間C：大都市など
○既存の輸送資源の
総動員

○公的関与の強化

○地域の公共交通の
再評価・徹底活用

○利便性・快適性に
優れたサービス提供を
質・量とともに拡充

○幹線鉄道ネットワーク
の機能強化

●デジタル技術等の活用による持続可能性の確保・利便性の向上      ●地域交通を支えるドライバーの確保 
●高齢者等の安全で快適な移動手段の充実

●自家用有償旅客運送制度の
徹底的な見直し
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住宅
×交通

令和12年度（2030年度）末完成を目指す
（※）



【地域公共交通等における自動運転の推進】

ドローンの物資輸送、配送の社会実装の取組

新技術の地域実装への展開

○2023年12月、レベル3.5飛行の制度を新設。デジタル技術（機上カメラの
活用）により、補助者・看板の配置といった従来の立入管理措置を撤廃する
とともに、操縦ライセンスの保有と保険への加入により、道路や鉄道等の横断を
容易化

従来のレベル3飛行 レベル3.5飛行

• 補助者・
看板等の
配置

• 道路等
一時停止

• 操縦ライセンスの保有
• 保険への加入
•機上カメラによる歩行
者等の有無の確認

•補助者・看板等不要
•道路等一時停止不要

第Ⅱ部／Ⅲ部 第２章第２節 「交通分野のデジタル化の推進と産業力の強化」

自動運転移動サービスの社会実装の取組

現状認識・課題等

対応の方向性・取組等

出典：経産省ＨＰ

【福井県永平寺の運行サービス（自動運転レベル４）】

【混在空間でレベル４実現のための
インフラ協調や車車間・歩車間通信連携などの取組】

現状認識・課題等

※自動運転の社会実装に向けて想定される課題
①需要の見える化・ビジネスモデルの確立
②自動運転車両の導入費用低減
③走行環境の整備
④協調制御等技術の向上
⑤社会的ルールの在り方の整理

飛行距離
約700ｍ

機体：株式会社ACSL製 
「AirTruck」

対応の方向性・取組等

○社会実装に向けた課題解決
に向け、デジタル社会推進会
議の下にモビリティWGを設置 
(2023.12 第１回WG開催)

○今後、一般道での通年運行事
業を20箇所以上に倍増すると
ともに、全ての都道府県で
１箇所以上の計画・運行を目
標として取組を推進

○併せて、交差点等での円滑な
走行を支援する「路車協調シス
テム」の実証など、道路側からの
支援も推進

出典：RoAD to 
the L4 HP

【レベル3.5飛行と従来のレベル3飛行の違い】

【石川県能登町におけるドローン配送事例】

○レベル3.5飛行に係る許可・承認手続に要する期間の大幅な短縮を検討。
こうした取組を早急に進め、ドローン配送の事業化を強力に推進

○過疎地域等における物流網の維持等に加え、災害時にも活用可能な物流
手段としてのドローンの活用を促進

※ 道路交通法改正により自動運転レベル４に向けた制
度整備を行い、2023年５月、福井県永平寺にて自
動運転レベル４運行サービス開始

○自動運転の社会実装に向け、
車両の初期導入費用等の課
題※への対応が必要

※2024年１月、石川県能登町において、倒木で道路が遮断され、車で配送困難な高齢者施設に向けて、
生活用品類のドローン配送をレベル3.5飛行に相当する飛行形態でドローンにより配送を実施

（運航事業者：株式会社 NEXT DELIVERY、輸送物資：生活用品類（食品、衛生用品））

○WGにおいて、ロードマップをとり
まとめ、毎年度進捗を確認する
ことで、着実に社会実装を推進

走行空間
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物流2024年問題への対応

現状認識・課題等

対応の方向性・取組等

○物流が直面する課題について、「物流革新に向けた政策パッケージ」
（2023.6）及び「物流革新緊急パッケージ」（2023.10）に基づき、総
合的に施策を展開

○「トラックGメン」を創設し、悪質な荷主等へ是正指導を大幅に強化
○トラックの「標準的な運賃」について、運賃水準の引上げや、荷待ち・荷役の
対価、下請け手数料などの新たな運賃項目の設定等を実施

○今後、一定規模以上の荷主・物流事業者に対する荷待ち・荷役時間短縮
に向けた計画作成の義務付け等を2024年通常国会で法制化

【月当たりの「働きかけ」「要請」「勧告」平均実施件数】

第Ⅱ部／Ⅲ部 第２章第３節 「サプライチェーン全体の徹底した最適化等による物流機能の確保」

令和６年版交通政策白書の概要

国際海運からのGHG排出の削減推進

※ 全国162名体制の「トラックGメン」の活動として、2023年11月・12月を「集中監視月間」と
位置づけ、悪質荷主等に対し、初の「勧告」（2件）を実施（2024.1.26）

○軽トラック運送業において、
死亡・重傷事故件数は最
近6年で倍増

○物流の持続的成長を図るこ
とが必要

【輸送力不足の試算】

○物流は国民生活・経済を支える社会インフラ。物流産業を魅力ある職場
とするため、働き方改革に関する法律が本年４月から適用される一方、
物流の停滞が懸念される「2024年問題」に直面

○今後、目標を達成するた
めの具体的な対策の議
論が本格化する見込みで
あり、日本からはゼロエミッ
ション船の普及促進に向
けた、カーボンプライシング
を用いた経済的手法によ
る国際ルール作りを推進

現状認識・課題等

対応の方向性・取組等

【日本が提案するカーボンプライシングによる経済的手法の制度概要】

参考：2018年GHG削減戦略の削減目標
2008 2030 2050

GHG排排出出
50%削削減減

~2100
GHG排排出出

ゼゼロロ

*今世紀中、出来るだけ早期

国際海運からのGHG排出削減目標

2008

GHG排排出出
基基準準年年

2030 20502040

GHG排排出出
20～～30％％削削減減

GHG排排出出
70～～80％％削削減減

GHG排排出出
ゼゼロロ

 ゼゼロロエエミミッッシショョンン燃燃料料等等のの
使使用用割割合合5～～10％％

 輸輸送送量量当当たたりりCO2排排出出
40％％削削減減

輸輸送送量量当当たたりりCO2排排出出
40％％削削減減

基基準準年年

※

※ 2018年、IMOにおいて「2050年までに国際海運からのGHG
排出量を50％削減」のGHG削減戦略を採択

【国際海運からのGHG削減目標】

○2023年6月、
G7三重・伊勢
志摩交通大臣
会合にて「2050
年GHG排出ゼ
ロ」を新たな目
標とすることを支
持する旨を合意

○2023年7月、IMOにおいて、「2050年頃までに国際海運からのGHG排
出ゼロ」を新たな目標とするGHG削減戦略を全会一致で採択

○国際海運2050
年カーボンニュー
トラルを我が国の
目標として掲げ、
この目標を世界
共通の目標とす
べく議論を推進

化石燃料とゼロエミ燃料との価格差を縮める
カーボンプライシングを導入

価価格格差差

支支
援援

金課

化石
燃料船

ゼロエミ
燃料船

化石
燃料船

ゼロエミ
燃料船

ゼロエミ船
への支援

制制度度導導入入前前 制制度度導導入入後後

第Ⅱ部／Ⅲ部 第３章第３節 「運輸部門における脱炭素等の加速」
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